県営住宅入居申込案内
１　はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）県営住宅は、一定基準以下の所得の世帯のための賃貸住宅ですので、申込みに際して資格審査があります。
（２）入居後、世帯の収入について毎年報告をしていただき、入居資格の確認及び制度趣旨に基づく家賃の決定をいたします。
２　入居者資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申し込みできる方は、次の（１）から（３）までの条件を全て備えている方に限ります。
（１）　同居する親族（内縁関係及び婚約者を含む｡）がいること。
※　ただし、次のアからコまでのいずれかの条件を備えている方は、住戸面積５５㎡以下の住宅に限って、単身の場合も申込みできます。
なお、著しい障害があるために常時の介護を必要とする方は、その実情により照らし適切でないと認められる場合は申込みができません。
ア　６０歳以上の方
イ　身体障害者手帳の交付を受けている人で１～４級の方
ウ　精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人で１～３級の方
エ　療育手帳の交付を受けている方でウの精神障害の程度に相当する程度
オ　生活保護受給者である方
カ　戦傷病者手帳の受付を受けている方で特別項症から第６項症
キ　本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していない引揚者である方
ク　厚生労働大臣の認定を受けている被爆者である方
ケ　ハンセン病療養所入所者である方
コ　一時保護若しくは保護命令から５年を経過していないＤＶ被害者である方
（２）　現に住宅に困窮していること。
（３）　入居しようとする世帯全員の収入の総額が法令で定められた収入基準の範囲内であること。→「３　収入基準について」により確認してください。
３　収入基準について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）申込みのできる種別
収入額によって申し込みのできる住宅の種別が決まります。
	収入基準（収入月額）
	申し込みできる種別

	158,000円　以下
	県営住宅一般世帯

	214,000円　以下
	県営住宅裁量階層世帯


※　裁量階層とは下記に該当する世帯のことを指します。
ア　入居者が６０歳以上の方であり、かつ、同居者のいずれもが６０歳以上又は１８歳未満の方である場合
イ　同居者に小学校就学の始期に達するまでの方がある場合
ウ　身体障害者手帳の交付を受けている方で障害の程度が１～４級の方
エ　精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方で障害の程度が１～３級の方
オ　療育手帳の交付を受けている方でウの精神障害の程度に相当する程度
カ　戦傷病者手帳の受付を受けている方で特別項症から第６項症
キ　本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していない引揚者である方
ク　厚生労働大臣の認定を受けている被爆者である方
ケ　ハンセン病療養所入所者である方
（２）収入月額の計算方法
ア　計算式
所得月額＝（年間所得金額－控除額（『イ　控除額』参照））÷１２
※　所得金額の算定は、所得税法と同様です。
※　所得がある方が複数ある場合は、世帯全員のそれぞれの年間所得金額を合計した額で計算してください。
　　《現在の勤務先が就職１年未満の場合》
①　中途就職者
　　　　　次の式により直近の勤続月数の総収入金額から推定年間収入金額を算出します。
推定年間収入金額＝（収入金額一支払済賞与）÷勤続月数×１２＋支払済賞与
②　事業開始者
　　　　　次の式により直近の継続して事業を営んだ月数の総収入金額から推定年間所得金額を算出します。
推定年間所得金額＝（総収入金額－必要経費）÷事業を営んだ月数×１２
※１か月未満の収入および月数は計算から除外してください。
　　イ　控除額
	区　　　分
	説明
	控除額

	基礎控除振替
	名義人又は同居者で給与所得又は公的年金等に係る雑所得を有する者
	１０
万円
	給与所得又は公的年金等に係る雑所得の合計額が控除額未満である場合は、当該合計額とする。

	同居者控除
	
	３８万円

	別居扶養親族控除
	同居はしていないが扶養している親族
	３８万円

	老人扶養親族控除
	扶養親族のうち70歳以上の者
	１０万円

	特定扶養親族控除
	扶養親族のうち16歳以上23歳未満の者
	２５万円

	障害者控除
	本人及び同居者で障害者等である者
	２７万円

	特別障害者控除
	障害者のうち重度の障害である者
	４０万円

	寡婦控除
	夫と死別、又は離婚した後婚姻をしていない者、あるいは、夫の生死のわからない者のうち、子以外の扶養親族を有する者。事実婚は除く。
	２７
万円
	所得金額が控除額未満である場合には、その額とする

	ひとり親控除
	現に婚姻をしていない者、あるいは、配偶者の生死が明らかでない者で、生計を一にする子のある者。事実婚は除く。
	３５
万円
	


（３）収入基準上限額早見表（給与所得者が１人で同居者控除以外控除がない場合）
	区分
	収入基準
	扶養親族（申込名義人は含めない）

	
	
	０人
	１人
	２人
	３人
	４人

	一般階層
	15万8千円以下
	2,967,999
（247,333）
	3,511,999
（292,666）
	3,995,999
（332,999）
	4,471,999
（372,666）
	4,947,999
（412,333）

	裁量階層
	21万4千円以下
	3,887,999
（323,999）
	4,363,999
（363,666）
	4,835,999
（402,999）
	5,311,999
（442,666）
	5,787,999
（482,333）


上段は給与所得者の年間総収入金額、下段は月額です。
４　入居申込みのあらまし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
入居申込みの受付
▼
▼
▼
▼
入居者資格の審査
▼
▼
▼
▼
入居者の決定
▼
▼
▼
▼
入居する住宅の決定
▼
▼
▼
▼
入居説明会・入居手続
▼
▼
▼
▼
入居
各募集期間に入居の申込みを受付します。
入居居申込書の配布・受付は、各地域のお問合せ先で行っています。
入居者資格の審査に合格しないと入居できません。
入居者は、公開抽選（優遇抽選）により決定します。ただし、常時公募している県営住宅では、申込み受付順に決定します。
入居する住宅は、原則として公開抽選により決定します。なお、高齢者及び歩行障害者世帯には優先制度があります。
ただし、常時公募している県営住宅では、申込み受付順に決定します。
入居する月の前月下旬に、入居に際しての説明会を開催します。
県営住宅の入居には、原則として、敷金（家賃の三ヶ月分）及び連帯保証人（１名）が必要となります。
５　公開抽選における優遇・優先制度について　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）優遇抽選制度
　　　入居者を決定する公開抽選では、優遇世帯として申込みした方の当選倍率が、優遇世帯以外の世帯の２倍となるように優遇されます。
（２）優遇世帯
	高齢者世帯
	６０歳以上の者であって、現に同居し若しくは同居しようとする親族がない者又は同居親族等が次のいずれかに該当する者のみからなる世帯
1 配偶者
②　１８歳未満の児童または生徒
③　心身障害者
④　おおむね６０歳以上の者

	障害者世帯
	入居者又は同居親族等が、次のいずれかに該当する世帯
①　戦傷病者手帳を交付されている者
②　４級以上の身体障害者手帳を交付されている者
③　中度以上の知的障害者と判定された者
④　中度以上の精神的障害を有していると判定された者

	歩行障害者世帯
	入居者又は同居親族等が歩行障害者で、当該障害の程度が障害者世帯の①又②のいずれかに該当する者の世帯

	ハンセン病療養所入所者世帯
	ハンセン病療養所入所者等

	多子世帯
	同居親族等に１８歳未満の児童が３人以上いる世帯

	母子・父子世帯
	配偶者のない女子又は男子が、現に２０歳未満の児童を扶養している世帯

	引揚者世帯
	入居者又は同居親族等が、永住する目的で帰国した中国残留邦人等の世帯

	ＤＶ被害者世帯
	入居者又は同居親族等が、次のいずれかに該当する世帯
1 配偶者暴力防止等法、一時保護、婦人保護施設における保護又は児童福祉法、母子生活支援施設における保護が終了した日から起算して５年を経過していない者
2 裁判所がした命令の申立てを行った者で、その効力を生じた日から起算して５年を経過していない者
3 婦人相談所等による「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」が発行されている者
4 公営住宅への入居等に関する配偶者暴力被害申出受理確認書による確認がされている者

	離職退去者世帯
	雇用先からの解雇・雇止めに伴い、現に居住している住居から退去を余儀なくされる者の世帯

	犯罪被害者等世帯
	入居者又は同居親族等が、犯罪等(犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為をいう。以下同じ。)により従前の住宅に居住することが困難となったことが明らかな者であって、次の各号のいずれかに該当する世帯

	
	1 犯罪等により収入が減少し生計維持が困難となった者
2 現在居住している住宅又はその付近において犯罪等が行われたために当該住宅に居住し続けることが困難となった者であって、次のいずれかに該当する者
ア　犯罪等により住宅が滅失又は著しく損壊したために居住することができなくなった者
イ　住宅を客体とする犯罪等により居住することができなくなった者
ウ　犯罪等により精神的な後遺症が生じ医学的に居住することができ　　なくなった者
エ　ストーカー行為等の規制等に関する法律（平成12年法律第81号）第2条第4項に規定するストーカー行為により居住することができなくなった者又は同条第1項に規定するつきまとい等若しくは同条第3項に規定する位置情報無承諾取得等により、身の安全、住居等の平穏若しくは名誉が害され、若しくは行動の自由が著しく害される不安を覚えさせる行為により居住することができなくなった者
オ　現在居住している住宅では再び犯罪等により害を被るおそれが高いために当該住宅に居住し続けることが困難となった者

	子ども・被災者支援法に基づく支援対象避難者世帯

	入居者又は同居親族等が、平成23年3月11日において東京電力原子力事故により被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支援等に関する施策の推進に関する法律(平成24年法律第48号。以下「子ども・被災者支援法」という。)第8条第1項に規定する支援対象地域(以下「支援対象地域」という。)に居住していた者(以下「支援対象避難者」という。)である世帯


（３）優先入居
当選した世帯のうち、入居する住戸を決定する際には公開抽選により決定しますが、高齢者又は歩行障害者世帯のいずれかに該当する世帯は、他の世帯よりも優先的に、住戸を決定することができます。
６　県営住宅入居者募集の時期及び入居日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　原則として、以下の表の日程による一般公募により定期的に入居者を募集しております。
	募集期間（土日祝祭日は除く）
	公開抽選日
	入　居　日

	４月1日から４月１０日
	４月下旬
	６月１日

	６月１日から６月１０日
	６月下旬
	８月１日

	８月１日から８月１０日
	８月下旬
	１０月１日

	１０月２日から１０月１０日
	１０月下旬
	１２月１日

	１２月１日から１２月９日
	１２月下旬
	２月１日

	２月１日から２月１０日
	２月下旬
	４月１日


※　募集する県営住宅の団地・タイプ・戸数等は、募集期間の前月末頃に決定します。
※　入居申込みは、その募集の都度、必要となります。
７　県営住宅入居申込書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）県営住宅入居申込書
ア　入居者の内容等を記入して下さい（住所･氏名(フリガナ)一生年月日等）
イ　記載漏れ､虚位の事実､誤字脱字､省略した事項のないようにして下さい。
ウ　希望団地､希望住戸タイプを記入して下さい。
（希望住戸タイプは､"規模及び構造"欄に記入して下さい｡)
エ　裏面に住宅の困窮事由を記載して下さい。証明が必要となる場合があります。
（２）所得金額計算書
現在の収入源が１月２日以降からの場合は､月別に収入金額を記載のうえ裏面に証明が必要となります。（１年以上の方は､現在から過去１２ケ月分｡１年未満の方は､前月分）
　　※　賞与等は､分けて記入､事業所得者は､必要経費を分けて記入下さい。
（３）添付書類
　　ア　住民票(６か月以内に発行されているもの)または外国人登録済証明書
　　　入居予定者全員分か記載されており､続柄･戸籍筆頭者・本籍地の項目が省略されてないもの。
　　イ　県税納税証明書
　　　入居予定者全員分(県外在住者及び高校生以下は除きます。)
ウ　所得証明書
入居予定者全員分(収入が無い方も必要です｡ただし､中学生以下は除きます。)
エ　直近の所得を証する書類
①給与所得者
直近の源泉徴収票
②事業所得者等
直近の所得税の確定申告書(控)
③年金受給者
直近の公的年金の源泉徴収票(年金受給額の分かるもの)
3 在､無職で令和４年1月１日以降に退職(廃業)された方。
退職(廃業)の証明書
オ　戸籍謄本
単身者､母子､父子世帯の方､その他､住民票で続柄や配偶者を確認出来ない方
カ　障害手帳の写し
キ　（別居･新規）扶養を確認できる書類(健康保険証等の写し)
別居扶養がいる場合｡新たに扶養とした場合。
父子･母子世帯で子の扶養が確認できない場合。
ク　婚約証明書
婚約中で申込される方（ただし、入居指定日の前日までに入籍が必要です｡)
ケ　アパート等の賃貸借契約書
県営住宅申込書の裏面にある住宅の困窮事情の｢8｣に該当する方。
※　その他､その世帯状況により必要書類の提出を求める場合があります。
８　申込先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　八戸地域は、下記にて受付しております。
株式会社　東北産業
八戸市下長四丁目10-3　　　
TEL：0178-20-4002【県営住宅担当専用回線】
　入居に関する受付時間：午前８時３０分から午後５時３０分までです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（休日：土・日・祝）　
９　その他注意事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）申込書を提出する場合は、申込者本人が持参してください。
（２）入居の際、敷金として家賃の３ヶ月分の納付、連帯保証人1名が必要となります。
（３）駐車場は１世帯につき１区画に限り有料で使用できます。
（４）自治会活動（雪かき、草刈等）に協力していただきます。また自治会費が必要となります。
（５）県営住宅は共同生活の場であり、ペット等、動物の飼育は禁じられています。
（６）共同住宅ですので周りの方に迷惑にならないようにしていただきます。（騒音等）
（７）家賃は、個々人の所得、団地の規模、利便性等に応じて計算され、毎年変わります。毎年、７月末から８月初旬頃に所得金額等申告書を提出していただきます。
（８）県営住宅に入居後は、必ず県営住宅に住民票を異動してください。
（９）退去時には、本人の責めにより汚損した部分の修繕費をご負担いただきます。
